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令和８年８月 

独立行政法人都市再生機構西日本支社 

技術監理部 企画第１課 

仕様書 

 

１ 業務概要 

(1) 業務名称 ： ０８－福山市伏見町地区３号地地盤調査業務 

(2) 調 査 地 ： 広島県福山市伏見町９９番 

                調査箇所については事前に機構設計担当と協議の上、決定すること 

(3) 調査期間 ： 契約締結日の翌日から令和８年 11月 20日まで 

(4) 調査概要 ： ① ボーリング調査（計 2本） 

本孔：7.0ｍ×1本  別孔：7.0ｍ×1本 

② 標準貫入試験 

③ 室内土質試験（力学試験） 

 

２ 一般事項 

(1) 本業務は、敷地調査共通仕様書（令和４年改定）（国土交通省大臣官房官庁営繕部）「４章 地

質調査」、及び、地質調査共通仕様書（平成 22年７月）（独立行政法人都市再生機構（以下、「機

構」という。））、によるほか、本仕様書、機構設計担当者及び機構監督員の指示による。 

(2) 契約締結後、直ちに機構設計担当者及び機構監督員の立会いによる調査地の確認を受けること。

また、工程表及び調査計画書を提出すること。なお、調査位置は、契約締結後に機構設計担当者

が指示するものとする。 

(3) 測量の基準点は、建物建設時点に正確に再現照合可能なものを複数個用意するものとし、測量

に着手するに先立ち機構設計担当者及び機構監督員の承諾を得ること。 

(4) 調査位置及び標高については、基準点との相対位置関係を含め座標表示等は、機構設計担当者

及び機構監督員が指示する表示方法により、調査位置図等に明確に記載し提出すること。標高は

T.P.表示とする。 

(5) 本業務の目的遂行のため、調査項目及び調査個数等の変更を行う場合には、機構設計担当者及

び機構監督員と協議し、その都度承諾を得ること。なお、調査費用に増減が生じた場合について

は、後日設計変更により処理するものとする。 

(6) 現場作業は後日指定する日までに完了し、後日指定する日までに、仮報告書を作成し提出する

こと。 

(7) 本業務は、（仮称）福山駅前建物基盤整備工事の基礎資料とすることを目的とするものであり、

提出する報告書はこの趣旨に従うこととする。 

(8) 報告書は機構設計担当者の指示する方法でＣＤ－Ｒ化し２部提出すること。 

(9) 調査位置図及び土質柱状図は、機構設計担当者及び機構監督員の指示する方法により、別途図

面化して提出すること。また、土質推定断面図は本業務の調査結果に加えて、別途機構から貸与

する既存地質調査報告書の内容を総合的に勘案して作成すること。 
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(10) 物理試験のための試料採取および試験箇所については機構設計担当者及び機構監督員の指示

によること。 

(11) 本業務の現場作業時間は原則として午前８時から午後５時までとする。ただし、音の出る作業

は午前９時からとする。また、土曜日、日曜日及び祝日は原則として現場作業を行ってはならな

い。 

(12) 本業務の電源及び用水は現地で自給するものとする。 

(13) 再委託 

① 本業務において、業務の一部再委託を承認する業務は下表の「あらかじめ承諾を得て再委託

できる業務」に準ずるものとする。業務の一部を再委託する場合は、別記様式１により申請を

行い、あらかじめ機構設計担当者及び機構監督員の承諾を得なければならない。 

再委託不可の内容 

主たる業務 

イ 調査業務における総合的企画、業務遂行管理及び技術的判断 

ロ 解析業務における手法の決定及び技術的判断 

ハ 測量業務における総合的企画、作業遂行管理及び技術的判断等 

あらかじめ承諾を得

て再委託できる業務 
上記及び下記に規定する以外の業務 

特に承諾を要しない

業務 

補助的な業務 

[例] 

・コピー、ワープロ、印刷、製本 

・計算処理、トレース、資料整理 

② 受注者は、業務の一部を再委託する場合、書面により再委託の相手方との契約関係を明

確にしておくとともに、再委託の相手方に対し適切な指導、管理のもとに業務を実施しな

ければならない。なお、再委託の相手方は、機構の建設コンサルタント業務等指名競争参

加資格者である場合は機構の指名停止期間中であってはならない。また、機構設計担当者

および機構監督員からの求めに応じ、再委託業務に係る契約書、請求書、領収書等の書類

の写しを提出すること。 

(14) 個人情報の取扱い 

個人情報等の保護に関する特約条項第１条に定める個人情報等の保管場所、取扱場所、及び

取扱場所から持ち出す場合等の手続き等については、下記のとおりとする。 

ア 保管場所は受注者事務所内とし、施錠できる場所に保管する。 

イ 取扱場所は受注者事務所内とし、取扱終了後は速やかに保管場所に返却し施錠する。 

ウ 取扱場所から持ち出す場合は、事前に担当職員の了解を得、保管場所に返却後はその旨を

報告する。 

エ 原則として携帯電話に業務に係る個人情報を登録しない。 

 

３ 調査内容 

(1) ボーリング及び標準貫入試験の内容は表１による。 

(2) 乱れの少ない試料の採取方法・採取深度に関しては表１によるが、その内容に関しては、事前

に機構設計担当者及び機構監督員の承諾を受けるものとする。 

(3) 土質試験の内容に関しては表２による。 
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４ 現場説明事項 

次頁による。 

以  上  
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現 場 説 明 書（地質調査用） 

工事等名称 ０８－福山市伏見町地区３号地地盤調査業務 

 
１ 本工事等の契約に関する事務処理については、建設工事事務取扱要領（平成 16年版）（以下、事務要領）によ
る。 

 
２ 工事等期間中、通行人の安全並びに工事等用資材搬入車の出入管理のため監督員並びに、関係官庁とよく協議
の上適切なる処置を講じること。 

 
３ 公害防止に関する条例に基づく手続きは、受注者において行うこと。また、騒音、振動、ほこり、資材片の飛
散等による被害を誘発しないよう、必要に応じ予防措置を講ずるとともに、近隣および既存住棟に対する苦情処
理については、受注者において行うこと。 

 
４ 本工事等の受注者は、労働基準法（昭和 22年法律第 49号）第 108 条に基づき、賃金台帳を作成し現場で保
管すること。なお、下請負者についても徹底をはかり、常に賃金台帳の整備を充分に図るとともに、公共事業労
務費調査の対象となった場合は協力すること。 

 
５ 工事等の全部又は一部の施工の一時中止が行われたときは、そのときまでに支払われた前払金（以下「支払済
前払金」という。）の返還を請求することがあり、その請求があったときは、受注者は支払済前払金を返還しな
ければならない。 

 
６ 請負契約の履行にあたっては、建設産業における生産システム合理化指針（平成 3年 2月 5日付建設省経構発
第 2号の 3）の主旨を了知し、遵守すること。 

 
７ 工事等現場における労働安全対策については、敷地調査共通仕様書（令和４年改定）（国土交通省大臣官房庁
営繕部）、都市再生機構工事特記基準、労働安全衛生法（昭和 47年法律第 58号）、その他関係法規を遵守し、現
場等における労働安全教育の徹底を図り、労働災害の防止に努めること。 

 
８(1) 建物を破損又は、汚損しないように注意して施工すること。 

(2) 建物に破損等を生じた時は、本工事等受注者において補修等を行うこと。またこれに要する費用は本工事
等受注者の負担とする。 

(3) 工事等用車両及び工事等関係車両は､周辺道路に不法駐車しないこと。機器運搬車両の調査個所への寄り付
きは可とする。 

（4） 調査着手時には近隣への周知を行うこと。 
 
９ 調査にあたり、調査個所のアスファルト舗装は撤去すること。なお、復旧は不要とする。 
 
10 旅費交通費・宿泊費について、受注者の営業拠点（本社・支店・営業所等）が、 履行場所から 200Km  

以上離れている場合には、別途協議とする。 
 

 

（地質調査－１） 
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